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研究成果の概要（和文）： 公共政策においてマルチセクター・パートナーシップと制度的企業家の活動が観察
できたいくつかの事例の詳細な分析から、組織論における「ゴミ箱モデル」および社会学における「構造化理
論」を援用したモデルの構築を行った。それは制度との間に再帰的関係を持ちながら、他方ではそうした再帰的
関係が結べない環境の変化を解釈しながら政策を導くエージェンシーの姿を示したものである。
　具体的なケースとして、京都市の市民活動センターの設立プロセス、佐賀県有田町の陶器産業をめぐる多種の
組合の大同連結とその崩壊などを詳細に記述し、そこからわれわれが「政策形成の改訂・構造化理論」と呼ぶモ
デルを構築した。

研究成果の概要（英文）：　We observed some cases that public policies formed through multi-sector 
partnership and activities of institutional entrepreneurs. We tried to made a new model of public 
policy formation that adopt garbage can model from organization theory and structuration theory from
 sociology.
 We researched forming process of the Kyoto City support center for civic activities, traditional 
industrial area reform in Arita, Saga Prefecture mainly. We built new model of public policy, we 
call it “ revise structuration theory of policy making”.      

研究分野： 経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年、「公共」の概念に関してさまざまな議
論がなされ、少なくとも社会のガバナンスが
行政だ けによって担われるという見方は説
得力を持たなくなっている。実際、NPO を
はじめとするサード セクターの台頭は顕著
で、企業も含めた諸主体間の相互作用やパー
トナーシップの事例も多く見 られるように
なった。しかし、諸主体間の相互作用が自然
発生するままに任せていては期待される成
果に結びつかな い。特に公共政策の策定や
実施においてこれまで中心的な役割を担っ
てきた行政は、相互参照を 繰り返しながら
制度化の流れに埋め込まれてしまい、多様な
主体間のパートナーシップを主導する柔軟
性を失っていることが多い。ここに多様な主
体間のパートナーシップの実践を通じて脱
制 度化を試みる制度的企業家に注目する意
義がある。 
 今日の組織理論においては、目標達成を目
指した合理的に行動する組織ではなく、より
現実的 な組織の姿を分析することに注力す
る。その一つが社会学をルーツとする組織の
「新制度論」である。そこでは、不確実性が
高い状況では何が合理的であるか判断でき
ないことがあるため、先行事例を模倣したり、
専門家の意見に従うなどの過程を経て、他の
多くの組織と同型化する組織 の姿が描かれ
る。マイヤー＆ローワン、ディマジオなどを
パイオニアとして、新制度論は今日で は組
織理論でも最もポピュラーなものの一つに
なったが、他方でその理論的課題も指摘され
ている。「組織は制度化に埋め込まれるだけ
なのか？」、「制度化の変革はどのようにして
発生するの か？」などの問いが投げかけら
れている。それを克服するためのアイデアの
一つが「制度的企業 家」である。しかし、
それも単に特別な能力を備えた企業家を想
定するだけで十分な説得力を持 たない。わ
れわれは制度変革を実践するケースを観察
することで、このアイデアを改良する着想 
を得た。 
 実際の公共空間で実践されているのは、マ
ルチセクター・パートナーシップによる従来
の公共 政策の限界超えであったり、新たな
課題への柔軟な対応であった。そこでは行政
のミドル達が住 民や NPO とのパートナー
シップの実践を通じて、既存の公共政策の制
度化に気づいたり、新たな 視点を獲得する
姿があった。特別な能力を持つ個人としての
企業家ではなく、実践の中から制度 化の流
れを知覚し、新たな視点を構成するグループ
やコミュニティが制度的企業家としての役
割を担うというのがわれわれのモデルであ
る。  
  
２．研究の目的 
多様な主体間のパートナーシップによって
導かれる公共政策のモデルの構築を目指す。
多様な 主体間の相互作用が発生するだけで

は十分ではなく、それを望ましい成果やイン
パクトに導くためには、主体間のパートナー
シップが必要である。それは公共政策の制度
化（横並び、同型化）の流れを変革すること
でもある。そうした制度戦略の主体を制度的
企業家と捉え、マルチセクタ ー・パートナ
ーシップによる公共政策変革を実現してい
る事例を詳細に分析することを通じて一 般
モデルの構築を目指す。研究メンバーそれぞ
れがこれまで深く関与してきた４つの国内
事例と １つの海外事例を、マルチセクタ
ー・パートナーシップと制度的企業家という
共通の視点で再構 成し、調査を加え、複数
のケースから一般モデル化を行う。 
 
３．研究の方法 
マルチセクター・パートナーシップの実践
を通じて公共政策の制度化の流れから脱し
たケース の詳細な分析からモデル構築を目
指す。国内４件、国外１件のケースを調査・
分析対象とする。これら５つのケースは、す
でにこれまでに調査を行っていたり、関係者
として関わってきたも のであるため、複数
ケースながら非常に詳細な調査、記述が可能
である。それを「制度的企業家によるマルチ
セクター・パートナーシップの実践」に焦点
を合わせて再構成し、分析する。 
 各ケースに関する追加的調査のために、よ
り深い聞き取りと事実関係を確認するため
の資料の 調査を行う。また、実践への示唆
を与えたり、影響を及ぼす可能性があるアク
ション・リサーチ としての側面を持つ。 
 
４．研究成果 
 京都市における市民活動センターの成立
のプロセスを詳細に分析した。これによって
公共政策の策定のプロセスについて、従来の
意思決定プロセスとは異なるモデルを提示
することができた。 
 現実の意思決定の姿を記述する「ゴミ箱モ
デル」、構造とエージェンシーとの再帰的な
関係に注目する構造化理論などの視点を導
入し、より説明力のあるモデルとなった。こ
れを説明する論文は学会誌の査読を経て、掲
載が決定した。また、これをさらにその他の
ケースにあてはめる作業を進めている最中
である。 
 具体的なケースとしては、イギリスの荒廃
地域における行政と住民組織との PPP、伝統
的産業の衰退の中で地域活性化を進める佐
賀県有田町、京都市の旧同和地区におけるコ
ミュニティセンターの転用などである。すで
に調査はほぼ終わり、そのデータの整理、分
析を進めている。それぞれの調査の途中経過
についての報告は、論文や学会での口頭報告
で行っている。 
 報告は、国内の学会だけでなく、経営学や
組織論の分野で最も評価が高いいくつかの
学会で実施した。また、佐賀県有田町のケー
スを扱ったものについては、国際学会での方



向をベースにした論文が公刊された論文集
に掲載された（論文 8）。 
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